
9・5 内航海運暫定措置事業

内航海運暫定措置事業は、運輸大臣（現国土交通大臣）が1998年5月15日認可した内航海運暫定
措置事業規程に基づき、内航海運組合法上の調整事業として同日より実施されている。

この暫定措置事業は、批判が強かった船腹調整事業の解消により、実態上の経済価値を有してい

た引当資格が無価値化する経済的な影響を考慮した施策であるとともに、内航海運業の構造改革推

進の観点から、船腹需給の適正化と競争的市場環境の整備を図るための事業である。（船協海運年

報2003 P.196 参照、事業の概要は資料9-5-1参照）
なお、2003年12月24日に平成16年度予算の政府案が閣議決定したことに伴い、「内航海運暫
定措置事業の着実な実施」のための政府保証枠の拡大で160億円が認められた。これで政府保証枠
はこれまでの370億円から530億円に、借入資金枠は900億円から1100億円へと拡充された。た
だし、予算化の前提として次の 5つの附帯条件として、①40億円の自己調達（鉄道・運輸機構か
らの借入は、傘下事業者への賦課金等返済に影響するおそれのない方法により調達した資金の4倍
を限度とする。）、②交付金と納付金の単価差を 16年度から拡大し、早い時期に一般貨物船におい
てトン当たり3万円とする。また、他の船種についてもこれを軸に調整する。③鉄道・運輸機構か
らの借入について、日本内航海運組合総連合会を構成する内航5組合は同機構に対し、連帯保証を
行う。④資金管理計画の確約（交付金の支払いは資金管理計画つまり納付金の範囲内で行う旨、内

航総連合会で確認するとともに傘下5組合からもその確認書を提出させる。また、交付金申請者は、
申請時にはその旨の確認書を提出することとする）。⑤暫定措置事業に係る事務経費の大幅な削減。

が付され、各条件について日本内航海運組合連合会で対応を検討することとなっている。

なお、内航海運暫定措置事業の実施状況（平成 15年度 2003年度認定ベース）は、資料 9-5-2

のとおりである。
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